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1. 住友商事について
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住友商事の沿革

1919

1952
1945

＊住友史料館所蔵
＊住友史料館所蔵

従業員数︓32人
連結従業員数︓83,430人

事務所数︓63か国・地域

連結事業会社数︓508社

トレード拡大トレード拡大 トレード・事業投資（多角化）トレード・事業投資（多角化）

商事活動に
進出

2019

⼤阪北港
(当社前身)
設⽴

住友商事に
改称

1. 住友商事について

更なる総合⼒発揮へ更なる総合⼒発揮へ
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トレード拡大トレード拡大 トレード・事業投資（多角化）トレード・事業投資（多角化） 更なる総合⼒発揮へ更なる総合⼒発揮へ

 9つのグループ、国内・海外地域組織が連携し、幅広い産業分野で事業展開。
 「強固なビジネス基盤」「多様で⾼度な機能」を統合、変化を先取りし、新たな価値を創造。

鉄鋼グループ 輸送機・建機グループ

エネルギートランスフォーメーショングループ化学品・エレクトロニクス・農業グループ

都市総合開発グループ

資源グループ

⾃動⾞グループ

ライフスタイルグループ

メディア・デジタルグループ

1. 住友商事について

事業概要
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住友の事業精神

自利利他公私一如自利利他公私一如

確実を旨とし、浮利に趨らず確実を旨とし、浮利に趨らず

じ り り た こ う し いち にょ

進取の精神進取の精神

企画の遠大性企画の遠大性

1. 住友商事について

確実を積み重ねて構築した、社会や顧客との信頼関係は、新たな事業発展につながる。
⾃⾝を利するだけでなく、国を利し、社会を利することが、事業発展の礎となる。
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2. 中期経営計画2026
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No.1事業群

強みを核とした成⻑
競争優位のある事業をより強く

デジタル・GXで加速する新たな成⻑

強みを核とした成⻑
競争優位のある事業をより強く

デジタル・GXで加速する新たな成⻑

成⻑の原動⼒の強化
戦略軸の組織体制

人・組織のエンパワーメント

成⻑の原動⼒の強化
戦略軸の組織体制

人・組織のエンパワーメント

事業ポートフォリオ変革
経営資源再配分による新陳代謝の加速

中期経営計画2026
2. 中期経営計画2026

 競争優位を磨き、社会課題解決を通じた成⻑を実現。
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2. 中期経営計画2026

エネルギートランスフォーメーション
トランジションエネルギー、再エネ、新技術を含めた

エネルギーソリューションの提供

都市総合開発
不動産とインフラの強みを掛け合わせた都市総合開発ヘルスケア事業

国内外での事業規模拡
大、医療費⾼騰等の課
題解決に資するサービス
提供

鉄鋼事業

米印等の鉄鋼需要が
伸⻑する地域、鉄鋼GX
等の新領域で事業拡大

デジタル事業
デジタル事業の
フルバリューチェーンを
グローバルに強化

リース事業
航空・⾃動⾞・不動産など
強みのある事業と掛け合わせ、
国内外で事業領域を拡大

建機事業
建機販売/レンタル事業の
規模拡大、サービス商材
拡充

アグリ事業
農業資材販売事業の
地理的拡大と機能拡充

競争優位を存分に発揮し、No.1を目指せる成⻑事業を、経営資源の重点配分を通じて強化する。
成⻑事業を起点として、新しい営業グループとして結集したSBUの連携により、新たな価値創造に取り組む。

不動産事業

アセットタイプ拡大、成⻑性
に応じたポートフォリオ形成

エネルギー
ソリューション事業

再エネ上流開発拡大、
中下流エネルギーマネジメント 強み・競争優位を発揮する成⻑事業の例

中期経営計画2026 競争優位のある事業をより強く
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⼤型案件の買収や資産入替促進により、事業ポートフォリオ変革が加速

 主な成⻑分野を中⼼に競争優位を強化する投資を実⾏（以下、大型投資も予定）
・ 米国航空機リース会社の買収 （約3,000億円) ︓ 2026年度第1四半期 完了予定
・ SCSKの株券等に対する公開買付の開始（約8,800億円）︓ 2025年度第3四半期 TOB応募期間終了 等

 資産入替が着実に進捗（24/4〜25/9︓約4,000億円）。 前中計からの課題案件への対応も進捗
・ ティーガイア、米国タイヤ販売事業におけるマイダス社売却
・ 北米メロン⽣産・販売事業売却
・ 政策保有株式の売却

事業ポートフォリオ変革

強みを核とした成⻑強みを核とした成⻑ 成⻑の原動⼒の強化成⻑の原動⼒の強化

事業ポートフォリオ変革

No.1事業群
2. 中期経営計画2026

中期経営計画2026 進捗総括
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株主還元後
フリーキャッシュ・フロー⿊字＊

︓5,619億円2024年度通期実績

︓5,700億円2025年度通期⾒通し

︓6,500億円2026年度利益計画

* 運転資⾦の増減等を除く

財務健全性

総還元性向 40％以上
累進配当

株主還元

ROE 12％以上

効率性指標当期利益（親会社の所有者に帰属）

2. 中期経営計画2026

(バッファー△200億円含む)

中期経営計画2026 定量目標サマリー
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3. 住友商事の強み
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1919年

薬

食

住

通信

娯楽

衣

60年代 90年代 2000年代以降1952年

祖
業

不
動
産

住
友
商
事
に
改
称

TV通販・ブランド等

ハイム・ハウス・メゾンハイム・ハウス・メゾン

スーパー・TV通販

マンション開発・販売

ドラッグストア・調剤薬局

ケーブルテレビ・携帯販売

動画・映画コンテンツ

住友商事が創業

生活関連ビジネス
3.住友商事の強み

 祖業は不動産、⽣活関連ビジネスを育む⼟壌があり、広い事業範囲で展開。
 幅広い⽣活領域における経営ノウハウこそ、事業成⻑の源泉。
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生活基盤
（サービス）

小売市場
（モノ）

1919年 1960年代 1990年代 2020年代2010年代

不動産 システム
リース

物流施設
システム・リース等が生活基盤をサポート

放送・通信

服飾雑貨

強み② チェーンストアオペレーション

TV通販・EC
ドラッグストア
調剤薬局

強み① カスタマーリレーションマネジメント【DX活用】強み① カスタマーリレーションマネジメント【DX活用】

映像コンテンツ

データ収集+DXで
更なる⾶躍へ

3. 住友商事の強み

住友商事の生活関連ビジネスの強み
 小売市場ブランド群と⽣活基盤ブランド群は、それぞれデータ収集し、DX技術を活用することで、

消費者とモノ・サービスの両面で直接的な結びつきを強化し、さらなる強みを構築。

食品スーパー

クリニック
マネージドケア
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3.住友商事の強み

食品スーパーマーケットチェーン サミット
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 「現場オペレーションノウハウ」と「事業構想⼒」を強みに、⾸都圏で124店舗展開
 東京都における食品スーパー店舗数No.1
 DX・AIを実装し、サービスレベルを進化

国内食品スーパーマーケットチェーン サミット

強み②︓事業構想⼒ 顧客との接点・距離感を縮め、商品・サービスで顧客にとっての情緒的価値を⾼める⼒

サービスレベルの進化

1963年
設⽴

2001年 2017年
2024年までにAI本格展開

（AI⾃動発注、AI⾃動シフト作成等）

強みの深化

1996年

強み①︓現場オペレーションノウハウ

3.住友商事の強み

ポイントカードサービスを全店に導入年商1,000億円突破

2024年
新事業ビジョン策定

「サミットが日本のスーパーマーケットを楽しくする」

現場を効率的・効果的に運営することにより、顧客にとっての機能的価値を向上させるノウハウ

オペレーションの進化

D
X

・A
I

活
用

マーケティングの深化

【1号店】

【特集書籍】

【特徴あるチラシ】

【案内係】

【エミテラス所沢店】※24年9月開店、不動産SBUとの協業物件
◎顧客体験価値の最⼤化
ex.利便性に加え、買い物の楽しさを

感じて頂ける商品ラインナップ・レイ
アウト・売場作り

ex. 顧客の声を活かした接客、
店内イベント

時間
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3.住友商事の強み

（億円） （店舗数）

90

100

110

120

130

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022 2024

売上⾼ 店舗数

（年度）

国内食品スーパーマーケットチェーン サミット
 人々の⽣活を⽀える地域のインフラとして、安定的に成⻑。⾸都圏でトップクラスの売上⾼成⻑率を継続
 成⻑ドライバーは、①強み×DX・AI、②当社グループ サミット×トモズ*データ連携

（2025）

売上⾼・店舗数推移売上⾼・店舗数推移 成⻑ドライバー成⻑ドライバー

① 強み×DX・AI

*ドラッグストア・調剤薬局︓住友商事100％子会社トモズ

生成AIを活用した、
顧客の声解析、ペル
ソナ推定等

3,488億円
124店舗
24年度

② 当社グループ サミット×トモズ*データ連携

データ連携
合計500万人データ

スーパー ドラッグストア

(将来的には他社との連携も視野）

サービスレベル進化

顧客理解の深化 DX・AI強み
現場オペレーション

顧客一人ひとりの健
康・ライフスタイルに
合った商品・サービス
提供、地域密着の
店づくり等

131.3%

120.5%

141.1%

103.9%
102.6%

90%

100%

110%

120%

130%

140%

2015年度 2018年度 2021年度 2024年度

サミット ⾸都圏 A社 同 B社 同 C社 同 D社

⾸都圏スーパーマーケットの既存店売上⾼成⻑率（コロナ前の2015年を100として）
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スーパーマーケット

調剤薬局

ドラッグストア

国内食品スーパーマーケットチェーン サミット+αの成⻑ストーリー

ビジョン 「生活者目線で、食と健康に関する社会課題に向き合い、暮らしを豊かにする」

3.住友商事の強み

食・健康・美容 予防・未病 治療・調剤・介護
プライマリケア

横断データ基盤 × DX・AI活用

「食と健康」から「予防・未病」、「治療・調剤」まで一貫して、生活者に寄り添った事業を検討

(有店舗・ネットスーパー)

(有店舗・EC・在宅)

(有店舗・EC・在宅)

SM・ドラッグストア︓既存事業の成⻑、M&Aでの事業基盤拡⼤に加え、
リテイルデータ活用・リテイル周辺領域での新規ビジネス収益化も狙う

調剤薬局︓調剤ロールアップで事業基盤を確⽴し(1階)、
在宅医療事業(2階)・薬局プラットフォーム事業(3階)を展開

住商ファーマシーズ

サミット・
トモズID統合

物販連携

在宅強化

 トモズとのデータ連携を通じて、既存事業の強化のみならず、食⽣活データと個人の健康・医療・介護等
データ、薬歴データを組み合わせ、新たなサービスを提供していく。

*

*けんコミ︓サミット併設で、健康測定器により健康状態を短時間でセルフチェックできるコーナー
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3.住友商事の強み

海外 ベトナムにおける食品スーパー事業 フジマート
 日本で培った小売事業の経験を横展開。ベトナムにて現地大手BRGグループ*と提携しフジマートを展開。
 2018年初出店以降、ハノイにて20店舗を展開。2028年度までに約50店舗を計画。

*不動産、⾦融、ゴルフ場、小売、⾃動⾞事業などを手掛けるコングロマリット。

0
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0

1000
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7000

2000 2005 2010 2015 2020 2025

一人あたりGDP (U.S. dollars) 人口 (Million)

ベトナム_人口・一人あたりGDP

ベトナム_食品小売市場

0%

5%

10%

15%

20%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

2012 2015 2018 2021 2024 2027

近代スーパー 伝統市場 近代スーパー割合 %

(USD mil)

単に資⾦や商品を提供するのではなく、日本国内で培ってきた

強み① 現場オペレーションノウハウ強み① 現場オペレーションノウハウ

小売店舗経営の知⾒をもつ
社員が現地に赴き、「現場⼒」
を活かして、現地スタッフと共に
店舗を成⻑させていく。(ハンズ
オン経営)

強み② 事業構想⼒強み② 事業構想⼒

出典︓IMF（人口・一人あたりGDP）、Euromonitor（食品小売市場）

現地ニーズに合わせた商品構
成や売場づくりを実施する一方、
伝統市場では難しい、徹底した、
鮮度管理等を通して、日本式
スーパーのブランドを根付かせる。
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動画約6分︓フジマート

3.住友商事の強み
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3.住友商事の強み

都市総合開発グループ 不動産事業
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 フルラインナップの不動産事業を展開。
 開発から運用までをグループ内で一貫して手掛け、他デベロッパー⽐で、⾼い資⾦効率が特徴。

1960年代 2000年代 2020年代

分譲マンション・オフィスビル

商業施設

海外不動産

ファンド・REIT

物流

3.住友商事の強み

1980年代

都市総合開発グループ 不動産事業

事業ラインナップ事業ラインナップ
サステナブルシティサステナブルシティサステナブルシティ
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 資産を「動かす」ことによる価値向上。戦略的な資産の入替・開発を通じバリューを最大化。

3.住友商事の強み

都市総合開発グループ 不動産事業

 「開発売却型」と「投資用不動産」を組合せ、開発売却型で短期の
資本回収・利益実現を⾏い、投資用不動産では安定収益基盤を
築きながら、一定期間保有して資産価値を⾼めたうえでより大きな含
み益を実現させる補完関係。

 SMFLとの協業を通じたリーススキームの活用や、開発SPCの組成・
外部投資家との協業等、資本効率を意識した柔軟な投資モデル。

 単なる資産保有に留まらず、アセットマネジメント機能を⾼度に統合
したポートフォリオ運営を通じ、収益性と持続可能性の両⽴を実現。

投下資本・利益推移イメージ投下資本・利益推移イメージ

国内 / 開発売却型国内 / 投資用不動産 海外 / 開発売却型
住宅 / 豪 Highforestプロジェクトビル / 学士会館共同プロジェクト 住宅 / クラッシィタワー新宿御苑
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都市総合開発グループ ベトナムにおけるサステナブルシティ開発事業

ニャッタン橋*ニャッタン橋*

新中心ビジネス街 中心ビジネス街官公庁

レッドリバー（紅河）レッドリバー（紅河）

タンロン工業団地タンロン工業団地

北ハノイ サステナブルシティ北ハノイ サステナブルシティ

ノイバイ国際空港*ノイバイ国際空港*

約3km
総開発⾯積︓271.5ha

MRT2号線延伸予定

空港道路*

高層マンション

戸建

オフィス

沿線開発

商業施設

1997年~ タンロン工業団地

2001年 メコンエナジー（電⼒BOT）

ベトナムにおける事業変遷

電⼒電⼒

工業団地工業団地

2012年 ホーチミン都市鉄道1号線 鉄道鉄道

2017年 北ハノイ案件参画

2025年〜 北ハノイ案件開発着工

電⼒電⼒

2018年 フジマート初出店
バンフォン（電⼒BOT）

北ハノイ サステナブルシティ開発事業北ハノイ サステナブルシティ開発事業

 用地確保・建物開発・タウンマネジメントまで、一気通貫に開発・運営する当社ならではの街づくり

2014年 ズエンハイ（電⼒EPC）

小売小売
電⼒電⼒

*日本のODA案件

約10km

約10km

3.住友商事の強み
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 インフラ基盤整備と多様な不動産開発の両ノウハウを軸に、サステナブルシティを開発

⼟地取得・許認可 ⼟地販売 建物開発⾏政との折衝 街区管理基盤整備 分譲 賃貸 売却 多面的な事業展開テナント誘致 都市機能のアップグレード

一次開発
用地確保、都市デザイン・基盤整備事業

二次開発
不動産開発事業

三次開発
タウンマネジメント事業

水インフラ構築電⼒インフラ構築⼟地造成

インフラ基盤整備インフラ基盤整備2025~

調整池

戸建て

戸建て

高層マンション

高層マン
ション

緑
地

オフィス・
イノベーション

複
合複

合

集客施設エリア

教育・医療

都市デザイン（イメージ）都市デザイン（イメージ）

*上記赤点線部分については、計画中であり、決定したものではありません。

*上記写真は、既存海外⼯業団地におけるインフラ基盤整備の一例です。

2026年頃〜第一期販売開始

3.住友商事の強み

都市総合開発グループ ベトナムにおけるサステナブルシティ開発事業
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4. 業績・株主還元
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2025年度第2四半期決算サマリー

2025年度
通期⾒通し（25/10公表）

2025年度
第2四半期実績

2024年度
第2四半期実績

53%
（進捗率）5,700億円*+473億円

（前年同期⽐）3,012億円2,540億円当期利益
（親会社の所有者に帰属）

• 当第2四半期累計の当期利益は3,012億円、前年同期⽐473億円の増益。

• 通期⾒通し5,700億円*を据え置き。 進捗率は53%。
セグメント別通期⾒通しを一部⾒直し、期初に設定したバッファーを△400億円から△200億円へ減額。

2025年度
第2四半期利益・
通期⾒通し

• 年間配当⾦ 140円/株（予定）は、期初予想を据え置き。（中間配当 70円/株）

• 2025年5月に決議した800億円の⾃己株式取得は、10月末時点で約369億円取得済み。（期限︓2026年3月末）
年間配当⾦
⾃己株式取得

* バッファー△200億円を含む

4. 業績・株主還元
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760

684

770

512

880

1015

780

771

400

452

110

141

710

911

330

214

950

964

210

△45

鉄鋼 ⾃動⾞ 輸送機・建機

都市総合開発 メディア・デジタル ライフスタイル

資源 化学品・エレクトロニクス・農業 エネルギートランスフォーメーション

消去または全社10
11070
430

1,850 

2,020 

610 

450 
（単位︓億円） 3,012

2,540

2024年度
第2四半期実績

2025年度
第2四半期実績

△160

+170

4. 業績・株主還元

FY25 ⾒通し

5,700

FY24実績

5,619

* 資源ビジネスは「資源グループ」と、
エネルギートランスフォーメーショングループのうち
「ガスバリューチェーンSBU」の合計です。

セグメントごとの通期⾒通し及び前年度実績前年同期⽐

（単位︓億円）

2025年度第2四半期実績（四半期利益（親会社の所有者に帰属））
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総還元性向40%以上 +累進配当DOEレンジ方式連結配当性向30%
40.1%

株主還元の推移

*1 内訳︓2024年度株主還元 200億円、2025年度株主還元 600億円
*2 配当維持または増配

△1,531

4,637

5,653

3,864

29.7% 37.7% 39.5% 40.5%

1株当たり配当（円）

⾃己株式取得額（億円）

配当総額（億円）

純損益（億円）

総還元性向
5,619

5,700

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 通期⾒通し 2026年度 イメージ

持続的な利益成⻑及び更なる収益基盤の強化に努めることで、株主還元の充実を図り、株主価値の向上を目指す
総還元性向40%以上 +累進配当*2株主還元方針

 年間配当⾦ 140円/株（予定）は、期初公表予想を据え置き（中間配当 70円/株)
 2025年5月に公表した800億円*1の⾃己株式取得は、10月末時点で約369億円取得済み（期限︓2026年3月末）

870 1,370 1,430 1,530 1,570 1,680 

700 700 600 
70 

110 
115 

125 
130 

140 累進配当

4. 業績・株主還元
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質疑応答
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将来⾒通しに関する注意事項

本資料に掲載された予測および将来の⾒通しに関する記述等は、本資料の発表日現在における入手可能な情報、一定の前提や予期に基づくものです。よって、
実際の業績、結果、パフォーマンス等は、 経済動向、市場価格の状況、為替の変動等、様々なリスクや不確定要素により大きく異なる結果となる可能性があり
ますが、当社は、本資料の情報の利用により⽣じたいかなる損害に関し、一切責任を負うものではありません。また、当社は、本資料に掲載された予測および将来
の⾒通しに関する記述 等についてアップデートする義務を負うものではありません。


